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拡大により、顧客の多様なニーズに迅速に対応する総合環境企業を目指します。

１．代表取締役三本 鋭植「経営における課題とチャンス」を語る

●当社を取り巻く経営環境について

当社はリサイクルが困難な燃え殻、ばいじん、汚泥、鉱さい等を原料に再生砕石

に加工し、建設資材として土木業界に供給しています。この事業は埋立廃棄物の削

減と、資源の有効利用拡大といった両面からアプローチしおり、潮流としては時期

にかなっています。

●経営上の課題

当社が立地する南東北地域は、インフラ復興事業等に伴なう再生砕石の強い需要

があります。残念なことに発注ロットが大きく要求納期に合致した供給が困難な状

況です。その主な要因としましては、再生砕石の保管場所の確保が工場の立地上困

難なことが挙げられます。また工場設備の老朽化もあり大きな負荷とならないよう

配慮しながらも、工場稼働率を現状可能な限りの生産能力で運営する必要があり、

大規模な設備改修・整備の時間が取れないことも影響しています。

●事業上の強み

当社はリサイクルが困難な燃え殻、ばいじん、汚泥、鉱さい等を原料に建設資材

に再生する事業許可、施設立地、特許技術、地場業者との協業による販路を有する

こと、及び廃棄物の搬入から製品出荷まで各段階で溶出試験を実施し、トリプル

セーフティーでチェックし土壌環境基準適合品のみを出荷、使用者に対し安全・安

心を与えていることです。

●事業の中期展望は

廃棄物の総合的な再生素材化事業、さらにはソーラーパネルの廃ガラス、廃耐火

煉瓦等の不溶化材及び再生素材化事業への積極的な展開を図ることです。特に最終

処分される、その他の処理困難物のリサイクルスキームの構築と事業領域拡大によ

り、顧客の多様なニーズに迅速に対応する総合環境企業を目指します。

3/18



１）

２）

３）

４）

    

 ｂ)  車両はエコドライブや保守点検により、燃費向上と交通安全確保を図ります。

ｃ)　構内で使用する重機の軽油使用量の削減を図ります。

⑤　中間処理設備能力の向上と高付加価値化技術・製品の研究開発　(中長期課題）

a)　 中間処理設備の中長期更新計画を確実に推進します。

　 b)　 廃棄物の高付加価値化技術及び環境負荷低減製品の研究開発

　５）　ＳＤＧs（持続可能な開発目標）活動

a)　労働安全の無災害を継続し、全社員の健康的な生活を確保します。

b)　SDGs活動の基礎作りのため、全社員に環境・安全教育を実施します。　

　　　　　　　　　　　　　　　　東北交易株式会社

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表取締役　　   三本　鋭植

a)　事業設備及び事務所における省電力に努めます。

④　節水活動

作業場における発塵防止散水を行って周辺地域への影響を抑えます。

c)　構内外の清掃・環境整備、地域との対話により地域社会に貢献します。

　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　２０２１年6月１日制定、２０２３年７月１５日改定

③　省エネルギー活動

技術的、経済的に可能な範囲で環境経営目標を定め確実な実行と環境保全活動の継続
的改善を図ります。

環境保全に関する法規制を遵守します。

社長は環境推進組織を整備し、活動に必要な経営資源を用意します。

整理した経営課題とチャンスをもとに環境経営目標を設定し、積極的に推進します。

①　業務改善による経営基盤の強化

ａ） 営業基盤を強化し、再生品販売量の継続的増加を図ります。

b)　製造コスト指標の見える化で、コスト低減を強力に進めます。

c)　産官学との業務提携、新規事業への参入等で、独自のリサイクル一元化を目指し
ます。

②　再資源化困難廃棄物の積極的再資源化及び自社一般廃棄物排出量の抑制

a) 　付加価値の高い技術・製品の開発と、早期製品化を図ります。

b)　自社から排出する廃棄物も、減量化及びリサイクルを図ります。

　廃棄物の再資源化による高付加価値化技術開発及び環境負荷低減に資する製品の研究開発
で、子供達の未来環境創生に携わる企業を目指すために、以下の取組を行います。

２．　環　 境　経　営　方  針

　　　　　　　［経　営　理　念］

　環境を守る資源循環型社会の創造へ向けて、確かな役割を果たすため、廃棄物の排出抑制支
援や再資源化に係わるトータル的な課題解決策を提供する環境ソリューション事業を目指します。

　　　　　　　［環　境　経　営　方　針］
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3 事業活動の概要

１）事業者名及び代表者名

東北交易株式会社 代表取締役 三本　鋭植

２）所在地

○本　社：　　　　 〒960-8076　　福島県福島市上野寺字西原42番地の3

○立子山工場：　〒960-1321    福島県福島市立子山字墓所前4番地の1

３）環境管理責任者氏名及び担当者連絡先

環境管理責任者：営業部　部長　寺田　淳利

連絡先　　　　　　：     　営業部　課長　玉屋　総一　　（EA21 事務局）

 TEL.024-591-4110　　FAX.024-591-4119

４）事業の規模

a)法人設立年月日　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ｂ）資本金    10,000千円

ｃ）社員数    13人　　（2023年4月1日現在・役員含む）

ｄ）売上高    2.0億円 （2022年度）

５）会社の沿革

a)　設立：昭和59年2月20日　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

b)　平成25年12月6日　㈱タケエイの子会社へ

　 弊社は、産業廃棄物の総合的処理と再資源化を全国的に展開している、

株式会社タケエイのグループ会社として、平成25年度から地域に貢献

できるリサイクル企業として再スタートしました。

2021年10月経営統合により東証プライム上場の株式会社TREホール

ディングスグループの一員となっております。

4 登録範囲　

１）対象事業所：　本社、立子山工場

２）事業の活動：　産業廃棄物の中間処分、再生砕石の製造・販売、

廃棄物を主原料とした不溶化技術の開発。

４）登録日：2022年2月22日

1984年2月20日

法人番号 ：　9380001000928 

５）有効期限：2024年2月21日

３）認証番号：0013506

5/18



５．受託した産業廃棄物の処理量：　
　　①収集運搬量：　０ｔ(*)、　

　　　　＊工場への持込処分が主体につき、過去自社による産廃の収集運搬の実績はない

　　②中間処理量：　１８，０２２ｔ、　(2022年度）

　　③再生製品量：　２７，９８５ｔ、　(2022年度）

６．EA21（環境経営）実行体制表

（1）　EA21実行体制表

（2）　責任と権限

・経営における課題とチャンスの明確化

・代表者による全体の評価と見直しを実施

・環境関連の外部コミュニケーションの窓口

・環境活動レポートの作成、公開　（地域事務局への送付）

・本社におけるEA21活動指揮及び実績管理

・原則としてEA21事務局長が活動責任者となる

・事業部(立子山工場を含む）に関する現場指揮及び実績管理

・プラント設備運転・整備・保管。EA21活動現場責任者
取締役事業部長

従業員
・環境方針の理解と環境への取り組みの重要性を自覚

・決められたことを守り、自主的・積極的に環境活動へ参加

EA21事務局

・環境管理責任者の補佐、EA21会議の事務局

・環境負荷及び環境への取り組みの自己チェックの実施

・環境目標、環境活動計画書の作成及び集計・活動評価

・環境関連法規等一覧表作成及び遵守評価の実施

本社

・環境活動レポートの確認

職務 責任及び権限

代表取締役

・環境方針の策定・見直し及び全従業員へ周知

・EA21推進体制の構築、環境管理責任者を任命

・環境経営システムの実施に必要な人、設備、費用、時間、技能、技術者を用意

・環境活動レポートの承認

環境管理責任者

・環境経営システムの構築、実施、管理

・環境関連法規等一覧表を承認

・環境経営目標・環境活動計画書を確認

・環境活動の取組結果を代表者へ報告

代表取締役 環境管理責任者 取締役事業部長

EA21事務

事業部ＧＲ

本社
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　＊工場への持込処分が主体につき、過去産廃の収集運搬の実績はない。

（２）　中間処理施設の主仕様

機械・設備名 特徴・能力・仕様 台数

固化設備
処理後は廃
棄物でない

施設の設置届 2基

処理方式 中間処理(固形化） バッチャープラント 1基

業の許可に同じ １･Ｌ・B簡易成型機 1基

処理能力 １９２ｍ３／日 流し込み型枠 1式

設置日、 ジョークラッシャー 1基

残さの性状 1基

建設機械 4台

処理する廃棄物の
種類

平成7年12月26日

金属くず、廃プラ 小型圧送ポンプ

主仕様

投入施設

混錬施設

15条処理施設に該当しない

保管施設

令和3年2月26日

有効期限

令和8年2月25日

令和8年2月25日

処理前：2,436ｍ３、

処理後3,109ｍ
３

受材ホッパー・ベルトコンベア

７．産業廃棄物の収集運搬及び中間処分業の許可の内容

都道府県（市）

福島市

業区分

中間処理

許可の年月日

令和3年3月15日

許可番号

12420037369

処理施設の種類

　（１）産業廃棄物収集運搬業・処分業（許可番号一覧）

福島県 収集運搬＊ 00701037369

産業廃棄物処分業許可の内容　　（許可番号：12420037369）

産業廃棄物収集運搬業許可の内容　　（許可番号：00701037369）

中間処理（固型化）

成形施設

養生施設

破砕施設

バックホー2台、ホイール
ローダー2台 自動車 ダンプ1台、営業車3台

項目

福島県

燃え殻　汚泥　廃プラスチック類　ゴムくず　金属くず　ガラスくず、コンクリー
トくず（工作物の新築、改築又は除去に伴って生じたものを除く）及び陶磁器
くず　鉱さい　がれき類　ばいじん　（これらのうち、石綿含有産業廃棄物、水
銀含有ばいじん等、水銀使用製品産業廃棄物、自動車等破砕物及び特別
管理産業廃棄物であるものを除く。）

燃え殻　汚泥（含水率が85%以下のものに限る）　廃プラスチック類　ゴムくず
金属くず　ガラスくず、コンクリートくず（工作物の新築、改築又は除去に伴っ
て生じたものを除く）及び陶磁器くず　鉱さい　がれき類　ばいじん　（これら
のうち、石綿含有産業廃棄物、水銀含有ばいじん等、水銀使用製品産業廃
棄物、自動車等破砕物及び特別管理産業廃棄物であるものを除く。）

原料が産業廃棄物ですと有害物質が出てくることは

ありますか？

産業廃棄物は受け入れ前の段階で、土壌環境基準46号溶出の基

準値をクリアしたものだけを産廃委託契約を締結し搬入してい

ます。中間処理段階においても特殊硬化剤を添加する事により

有害物質の溶出をさらに防いでいますので土木資材として安心

してご使用いただけます。また廃棄物を原料とした不溶化剤を

山形大学との共同研究により開発し特許申請済みです。

（３）再生品の品質確保
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８．処理方式＆処理フロー図

●産業廃棄物のリサイクルとは、どのような物を何にリサイクルしているので

か？

主に燃え殻、ばいじん、汚泥、鉱さいなどの産業廃棄物をセメント及び特殊硬

化剤と水で混練し、養生工程を経た固化物を重機により粗破砕、さらに2次養生

後、破砕機で粒度調整し主に0mm～40mmのサイズの再生砕石【RC40-0】を生

産しています。また現在は注文生産となりますがインターロッキングブロックへ

のリサイクルも可能となっております。

●再生品形状

（受注生産）
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　％表示 ：基準値に対する増減

　 単　　位
基準値

（2020年度）
2021年度

(中期計画）
2022年度

(中期計画）
2023年度

(中期計画）

100% 102% 104%

14,250 14,500 14,750

100% 102% 104%

21,500 21,859 22,287

ｋｇ／年 16,800 16,700 16,700 16,700

99% 98% 97%

5.18 5.13 5.07

kWh/年 74,414 73,815 74,385 74,783

99% 98% 97%

19,500 19,304 19,107

99% 100% 100%

93,315 93,689 93,890

99% 98% 97%

1.99 1.97 1.95

L／年 71,676 71,132 71,613 72,205

110% 110% 110%

5,200 5,200 5,200

99% 98% 97%

6.64 6.57 6.48

kg-CO2／年　 239,590 237,473 238,876 240,133

立子山工場 達成率 チェックシート 90 95 100

本社 達成率 チェックシート 90 95 100

100% 100% 100%

480 480 480

更新計画 計画案実行 更新設備工事 設備竣工

技術開発 開発企画
外部機関と

の連携
実機試験

労災ゼロ、
社員待遇改善

労災ゼロ、
社員待遇改善

労災ゼロ、
社員待遇改善

（＊) 電力の二酸化炭素排出係数：次ページに示す

再生品出荷量 ｔ／年 21,430

９．第1次中期環境経営目標

　　　項　　　目

産業廃棄物の中間処
分量

ｔ／年 14,233

ガソリン使用量 L／年 4,706

電
気
使
用
量

立子山工場
kWh/処分量 5.23

本社 ｋWh／年 19,698

全社 ｋWh／年 94,112

軽油使用量
(工場内重機&トラッ
ク）

L／（処分量
+再生品） 2.01

周辺地域の清掃活動、水質保全活動の
実施、地域コミュニティーの環境活動

S
D
G
s
活
動

SDGs目標11．
住み続けられるまちづくり

　労働災害ゼロ、
　社員待遇改善

　職場教育の強化 

自社産廃排出量

温室効果ガス排出量
（灯油を含まない）（＊）

kｇ-co2／
（処分量+再

生品） 6.72

水使用量

自社一般廃棄物の削減 kｇ／年 480

設備更新
と
技術開発

中期設備更新
計画の実行

中長期技術開発
計画策定

SDGs目標3．
すべての人に健康と福祉

SDGs目標4．
質の高い教育をみんなに

EA21環境・労働安全衛生教育、職場の
整理整頓徹底

　地域との融和

ＳＤＧsの関連目
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　10．　第1次中期環境経営目標設定の考え方　

１．中間処理量、再生品出荷量及び自社産廃排出量

 ①産廃の中間処理量及び中間処理後の再生品の出荷量は、経営の根幹であるため、

　重要な 環境経営目標として最初に掲げた。

 ②燃え殻、ばいじん、汚泥、鉱さい等の産廃物は、再生品の原材料として受け入れて

　いるため、 含有成分、夾雑物、性状を厳しくチェックしている。また受入廃棄物は

　ほぼ 全量再生品となるので、リサイクル率でみると100%である。

２．電力使用量及び原単位

　①立子山工場では、EA21登録作業開始にあたり、場内整理のため滞留再生品の出荷

　　促進、 原材料等保管方法の見直しを図った。 電力使用量は中間処理量原単位を

　　設定し、重要経営指標として管理する。 

　②本社は、室内照明や空調温度等の見直しを図り、一層の節電に努める。

３．軽油、ガソリン使用量及び軽油原単位

　①軽油の使用は、中間処理用の重機及び各種資材運搬用トラック(1台）である。軽油も

 　　原単位化により、重要コスト指標として管理する。取りあえず中間処理量+再成品 

　　出荷量の合計を基準値として原単位化を図る。

　 ②ガソリン車は、営業強化や新工場の関係先との打合せのため、走行距離の大幅増が 

　　想定されるため、基準値の15%増で計画した。エコドライブは一層徹底させる。 

　③灯油使用量は重点管理より外しているので、中期目標には使用量,CO2排出量とも

　　含めない。活動実績の評価では実績値=目標値としてCO2排出量に含めて評価する

４．設備更新と技術開発

　 ①現有設備は創業以来36年余となるので、設備劣化が著しく進んでいる。このため

　 　抜本策としては、中期修繕計画、設備更新計画の策定、実行推進中である。

　 ②子供達の未来環境を創生するため、廃棄物の高付加価値化技術・製品に関する研

　　究開発 計画を策定、推進する。  

５．水使用量

　①立子山工場は井戸水、本社は家賃に水道料金が含まれているため、定量的な 水使用

　　量の把握は困難なため、チェックシートで節水管理する。 

11．　2022年度環境経営目標の見直しの考え方

①　2021年度実績より2022年度目標は、中期計画を大きく改訂すべき点はない。

②　中間処理量や再生品出荷量拡大、エネルギー等は原単位削減に重点をおく。

④　再生品の品質管理に関する環境経営目標を検討する。

⑤　ガソリン使用量は売上拡大を図るため、営業活動の層の強化、新工場建設打合

　　 　　せが増加の悪化要因があるが、エコドライブ強化活動で、目標値を維持する。

　　開始する。

③　電力原単位は原料品質悪化が想定されるので、悪化代を見込んだ目標値にする。

⑥　現状設備能力の確保，中期計画を見直す理由がないので、中期計画のままとする。

⑦　技術開発はCO2を自社製品に固定化する技術について、産官学との共同研究を
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　％表示は基準値に対する増減

20年度実績 21年実績値

基準値
実行期間×

12/10
見直目標値 22年中期計画

114% 102%

16,200 14,500

119% 102%

25,500 21,959

kｇ／年 16,800 18,480 18,500 16,700

90% 98%

4.70 5.13

kWh/年
74,414 76,432 80,000 74,385

98% 98%

18,500 19,304

105% 100%

98,500 93,689

98% 98%

1.68 1.97

L／年 71,676 67,618 70,000 71,613

115% 110%

5,400 5,200

86% 98%

5.81 6.57

kg-CO2／年　 239,590 234,119 242,073 238,876

立子山工場 達成率 チェックシート 93 100 95

本社 達成率 チェックシート 100 100 95

100% 100%

480 480
480

5.23

本社

（＊) 電力の二酸化炭素排出係数：工場は㈱津軽アップルパワー　0.470kg-co2／kWh(調整後）
　　本社：東北電力　0.445kg-co2／kWh(調整後）（出典:令和3.1.7環境省発表）

ガソリン使用量 L／年 4,706 5,334

温室効果ガス排出量
（灯油を含まない）
（＊）

kｇ-co2／
（処分量+再

生量）
6.72 5.66

水使用
量

自社一般廃棄物の削減 kｇ／年 480

軽油使用量
(工場内重機&トラッ
ク）

L／（処分量+
再生量） 2.01 1.62

全社 ｋWh／年 94,112 95,217

電
気
使
用
量

立子山工場
kWh/処分量

ｋWh／年 19,698

4.72

18,785

自社産廃排出量

産業廃棄物の中間処
分量

ｔ／年 14,233 16,206

再生品出荷量 ｔ／年 21,430 25,514

　11．　2022年度実行目標

項目 単　　位
２02２年度環境目標の見直し
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担当

営業

営業

営業

営業

事業部

事業部

事業部

④　顧客要求品質に合せた製品作り、原料の確保 事業部

⑤　コストを考慮した選別・粉砕、廃棄物の有価化 事業部

事業部

事業部

事業部

全社

全社

全社

全社

事業部

事業部

事業部

全社

事業部

全社

全社

事業部

処理

処理

全社

項目 重点課題 環境経営計画

○

⑧　電力不要時には、負荷遮断、変圧器を遮断している △

③　飲料水はミネラル水を購入し利用　

④　排気ガスや騒音のレベルを抑えるため適正な車輌整備及
び定期点検の徹底

○

⑤　建機の特定自主検査の確実な実行 ○

○

③　安全運転・エコ運転の周知、ドライブレコーダー導入計
画、燃費管理ﾃﾞｰﾀ収集

△

○

　12.　環境経営計画及び評価
　　　　（2022年度）

経
営
重
点
課
題

産業廃棄物の持
込量の拡大

① 排出事業者の排出状況を把握し、適切な処理計画を立てている ○

産業廃棄物の中
間処分量の管理

①　受託した産業廃棄物の計測管理、搬入管理を行っている 〇

②　金属類・廃プラ・木屑の含有産廃は受け入れない ○

③　他社では困難な焼却灰、ばいじん等の差別化技術を確保 ○

○

○

自社排出産廃の
管理

①　金属スクラップは売却

③　委託先の処理内容の定期的なチェックを行っている ○

○

②　廃プラは焼却処分業者に委託処理。焼却灰は再生原料
で受け入れ循環処理

○

評価

②持込量の平準化を行っている ○

③廃棄物の種類、性状、排出量を事前確認 ○

④再生資源の売却先を定期的に視察し、再生品品質の適合
性を確認している

○

⑦　運転効率、作業効率がよくなるよう事前調整をする 〇

⑥　節電製品・機器・高効率タイプ(LED）照明器具への切替 △

水
資
源

水使用量の削減

①　適正散水実施 ○

②　工場排水は沈殿池で沈殿後、上水、沈下汚泥共に再生
品原料として再利用

○

二
酸
化
炭
素
の
削
減

電力原単位及び
使用量の削減

②　エアコン省ｴﾈ設定運転 ○

③　不必要照明消灯（減灯） ○

⑤　クールビズﾞ・ウォームビズﾞの展開

⑨　デマンド監視を実施する △

軽油・ガソリン原
単位及び使用量
の削減

①　エコドライブ運転（急発進や空ぶかしの排除など）を励行 ○

②　重機の効率的な使用（アイドリングストップ）
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担当

本社

全社

③　発生したごみは可能な限り、圧縮等を行い、減量している 全社

全社

②定期点検、定期修理の強化 全社

全社

全社

①朝礼にて安全唱和の徹底、全作業終了後の終礼の実施 全社

全社

全社

全社

全社

全社

全社

全社

③気配り 目配り 思いやり 声掛け等の元気なあいさつ で 仲
間の安全を図る

④従業員とその家族の生活基盤の安定のため諸待遇の改善
に努める

重点課題

一般廃棄物の削減

①　紙類の分別回収と裏紙の積極使用 ○

〇

〇

開発計
画

①中長期技術開発計画を策定 〇

②　ビン・缶等の分別回収ボックスの適正配置 ○

○

環境経営計画 評価

②廃棄物の高付加価値化技術・製品に関する研究開発 〇

②工場入口への『環境掲示板』等の掲示で、顧客を含めた環
境意識の向上啓蒙

〇

【SDGs目標11】住
み続けられるまち
づくり、地域との融
和

①周辺地域の清掃活動 〇

②地域コミュニティーの環境活動 △

Ｓ
Ｄ
Ｇ
s
活
動

【SDGs目標3】すべ
ての人に健康と福
祉を

　労働災害ゼロ、
社員待遇改善

○

評価基準：　〇計画通り実行、　△一部未実行または改善事項がある、　×実行が出来なかった

②定期的な安全衛生会議の実施、年に1度の安全衛生大会
を実施

○

△

【SDGs目標4】質の
高い教育をみんな
に、職場教育の強
化

①全社員へ安全衛生教育による安全第一の徹底 ○

○

設備更新と
技術開発

更新計
画

①中期修繕計画、設備更新計画の策定、
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基準値

（2020年度） 環境経営目標 実績

ｔ／年 14,233 16,200 18,022 111% ◎

ｔ／年 21,430 25,500 27,985 110% ◎

ｋｇ／年 16,800 18,500 13,902 133% ◎

処理量原単位
5.23 4.70 4.45 106% ◎

ｋＷｈ／年 74,414 80,000 80,252 100% 〇

本社 ｋＷｈ／年 19,698 18,500 18,618 99% △

全社 ｋＷｈ／年
94,112 98,500 98,870 100%

〇

処再量原単位
2.01 1.68 1.54 109% ◎

ℓ／年 71,676 70,000 70,794 99% △

ℓ／年
4,706 5,400 5,261 103%

〇

処再量原単位
6.83 5.90 5.32 111%

◎

kg-co2/年
243,557 246,060 244,841 100%

〇

立子山工場 達成率 チェックシート
100 100 100%

〇

本社 達成率 チェックシート
100 100 100%

〇

ｋｇ／年 480 480 480 100% 〇

更新計画
本年推進

項目

技術開発
本年推進

項目

（１）需要に対応するため限界設備能力までの増産体制における人手不足、コロナ

　禍による非常事態宣言中の3密回避のため、集合教育の中断等を中止した。

　22年度も中期計画による活動は抑制した。

(2)地方創生SDGs官民連携プラットフォームへ入会した。積極的に情報入手を図り

　SDGsへの取組を、官民連携で推進していく。(p17　ＳＤＧＣ活動参照）

①相馬資源センター新設計画を推進中
②立子山工場の大規模改修計画の立案中
③搬入廃棄物の状態変化に対応する製品の安全品質管理
体制を強化した

単　　位　項目
達成率&状況

①不溶化／無害化特許実機及び応用による新製品を開発中

電
気
使
用
量

立子山工場

設備更新
計画と技
術開発

＊ＣＯ２排出量
（＊2022年度灯油使用量実

績値を含み再計算）

水使用量

軽油使用量

SDGs活動
状況

13.  環境経営目標活動実績

自社一般廃棄物の削減

ガソリン使用量

中間処理量

再生品出荷量

　　(2022年度）

産廃排出量

2022年度(2022年4月～23年３月）

達成状況評価：◎105%以上、〇100％以上、△95％以上、×95％未満
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14.　活動実績の評価・分析　（2022年度）

(１)中間処理量
　　2021年度と同様のペースで増産を継続している。4，5月は冬場の残雪や雪解けによる

　作業環境の影響で処理量が未達となった。その分6月より増産基調となり、下期は生産が伸び、

　年間を通じて目標値を111%達成し、大幅な増産となった

（２）再生品出荷量

　　4月は、3月滞貨出荷により出荷量増となったが、上期は全般に低調、下句は増出荷基調

　であった。再製品出荷は年間を通じて、目標値に対して110%の過達となった。

（３）自社産廃排出量

　フレコン梱包材は、９、３月に半期分の滞貨をまとめて廃棄。いずれも目標値内の排出量である。

14.2　CO2排出量

　（１）電力使用量と原単位

　　処理量は5月低く、6月高い。原単位は5月が高く、6月が低い。11月、３月の使用量は目標

　 値を超過したが、処理量が多く原単位は目標値内である。このことは固定使用量が

多いことを示している。立子山工場の老朽化が著しく、固定量削減が課題である。

　本社の月別使用量の頑張りで、何とか全社月別使用量は目標値内に収まった。

　（２）軽油使用量と原単位

　軽油使用は工場重機用と出荷用の合計である。軽油原単位は処理量と出荷量の合計で

使用量を除している。原単位は目標値を達成した。使用量は若干未達である。

これは5月処理量減による固定使用増、6月未達は処理量増による影響が強い。

　(３)CO2排出量

　CO2排出量は処理量の増加に伴い、基準年に対して５%増加したが、排出原単位

では、6.83に対し5.32（kg-CO2／ｔ）と22％の大幅な削減である。排出量で見る

とは石油系が81％、電力が19%である。石油系のうち軽油が75％を占める。

一層のCO2排出量削減のため、排出量の多い軽油を、次年度より工場重機と再生品

輸送に分けて目標値を設定し、使用量管理強化を図る。

14.1　中間処理量、再生品出荷量、自社排出産廃

(2)中長期技術開発計画案策定。重点目標として、雨水浸透槽充填材等を開発し、　

14.3　設備更新計画と技術開発

（１）工場設備老朽化による中期修繕計画、設備更新計画は素案を作成した。

　現在素案を精査中である。

　（山大に追加し2022年4月1日付けで日本大学とも共同研究契約を締結した）

　冠水被害等の抑制策として、地下浸透による雨水対策を産官学と連携し試作中である。
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　％表示 ：基準値に対する増減

20年度実績 2022年度

基準値 実績値 見直目標値 23年中期計画

141% 104%

20,000 14,750

140% 104%

30,000 22,287
kｇ／年 16,800 13,960 14,965 16,700

84% 97%

4.40 5.07

kWh/年 74,414 80,252 88,000 74,783

98% 97%

18,500 19,107

113% 100%

106,500 93,890

工場重機 45,000 仮設定

製品搬送 30,000 仮設定

75% 97%

合計使用量 1.50 1.95
L／年 71,676 70,794 75,000 72,205

115% 110%

5,400 5,200

77% 97%

5.18 6.48

kg-CO2／年　 239,590 240,857 258,955 240,133

立子山工場 達成率 チェックシート 100 100 100

本社 m3/年 不明 不明

16.2　次年度取組の考え方

③　電力原単位は、原料品質悪化が想定されるが、量の拡大効果を見込んで一層の削減を図る。

④　軽油は工場内重機と製品輸送を6：4に分けて目標値を仮設定し、使用量管理を行う。原単位は

24年度に目標を設定する。合計軽油原単位は基準年対比で25％の削減を図る

　　⑤　本社の水道使用量はメーター設置につき、23年度は使用量調査、24年より目標値設定する。

⑥　現状設備能力の確保等は，中期計画を見直す理由がないので、中期計画のままとする。

⑦　技術開発はCO2を自社製品に固定化する技術について、産官学との共同研究を開始する。

L／年軽
油
使
用
量

②　中間処理量や出荷量は基準年の40%の拡大、エネルギ等は使用量より原単位削減に重点をおく。

①　2023年度目標は需要に対応して増産を図り、22年度より一層の売上拡大、コスト低減を図る。

自社産廃排出量

4.45

電
気
使
用
量

立子山工場
kWh/処分量

5,261

5.326.72

23年度は使用量を調査

個別使用量不明につき
6：4で目標値を仮設定

水使用
量

L／（処分量
+再生量） 2.01

ガソリン使用量(営業車両） L／年 4,706

２023年度環境目標の見直し
単　　位項目

18,022

27,985

18,618

98,870

1.54

温室効果ガス排出量
（灯油は含まない）

kｇ-co2／
（処分量+再

生量）

5.23

本社 ｋWh／年 19,698

全社 ｋWh／年 94,112

1５. 　次年度の取組

産業廃棄物の中間処
分量

ｔ／年 14,233

再生品出荷量 ｔ／年 21,430
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1６.　SDGs活動

　　　地方創生SDGs官民連携プラットフォームへ入会しました。積極的に情報入手を

　　図り、SDGsへの取組を、官民連携で推進していきます。

1７．環境関連法規への違反，訴訟等の有無
　2023年3月環境関連法規の順法性を自己チェックした結果、法律違反がない事を確認

しました。また、過去３年間、関係当局から法律違反の指摘及び指導を受けたことも、住民

提訴を受けたこともありません。

　当社に関係する主な環境関連法規は、下記の通りです

●廃棄物処理法 ●労働安全衛生法

●騒音規制法、振動規制法 ●道路運送車両法

●消防法 ●道路交通法

●フロン排出抑制法 ●浄化槽法

●大気汚染防止法 ●福島県生活環境の保全等に関する条例

●オフロード法
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説明資料

 　EA21は順調に活動を進めている.寺田淳司管理責任者のもとで、

新ガイドラインに沿った環境経営システムを、推進中である

　品質維持が困難な廃棄物の選別強化、増産体制の強化により基準年

　（2020年度）より４０%増の目標値を処理量、製品出荷量共に過達した。

　SDGs活動はコロナ明け後に具体的な推進工程明確にする。　

はなかった。　消火器耐用年数、配置を確認したが問題なかった。　

　空調機は本社、立子山工場ともにフロン排出規制法に未該当（重機

空調を除く）である。各種の許可証も有効期限内であった。

苦情報告

　2022年安全衛生大会及び緊急事態訓練は、コロナによる感染が懸念

されるため、大会資料の配布、対応手順書の作業詰所での掲示を

もって実施とした。

 ・旺盛な需要に対応するため、「工場能力を最大限に維持し量の確保と

品質維持を図ること」の指示 に対しては、目標値110%達成で答えた。

　・コスト管理強化は、コスト項目の原単位化を図り、目標値を過達した

　・昨年度中間審査での2件の指摘に対し、全て是正済みである。

（１）認証後通年活動は初めての年に拘らず、大きな成果が出ていることは、

　　社員の努力と熱意の賜物である。特に老朽化設備をうまく使い、基準年の

　　30%増の再生品の出荷、併せて品質維持向上への努力を高く評価する。

（２）増産基調のなか、処理設備の経年劣化による設備故障発生増が予想される。

　一層の点検強化と予防保全を図ること。

（３）経営課題を順次EA21活動に取り入れ、迅速に課題の改善に挑戦すること

変更有無

誓約内容を出来るだけ読み易く、簡潔な文章に洗練すること。

現状の設定方法で問題ないので、経過を観察する

現状の推進体制で問題はない

環境関連法規
制

　環境法規制登録一覧表の順守内容に沿って、順法性を確認し問題

環境法規制
一覧表

18.　　社長見直し結果

2023年７月に社長を始め関係者が参集し、会議形式で実施しました

報告項目 管理責任者からの報告内容

環境経営ｼｽﾃ
ﾑ
構築

EA21推進体
制

環境目標及び
パフォーマン
ス

環境目標実
績推移表

環境経営レ
ポート

　　電力使用量は作業手順の見直し、軽油使用量はエコドライブの徹底

で、使用量、原単位とも目標値を達成した。CO2排出量は増産で若干

増加したが、原単位は8%の削減である。

外部から苦情・要望 　環境に関わる苦情・要望等ない。

緊急事態の訓
練、
ＳＤＧs活動状
況

緊急事態対
応訓練記録

前回の指示事
項の是正状況

２０２1年度社
長見直し記
録、中間審査
報告書

社長からの指
示

（２）　変更の必要性の有無

見直し項目 見直し結果

①環境方針 変更あり

②環境目標 変更なし

③環境活動計画 変更なし SDGｓ活動として、労働安全、教育訓練、地域との融和を活動計画に取入れている

④推進体制 変更なし
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